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はじめに
わが国におけるアメリカ民事訴訟法の研究の成果を振り返ると、個別論
点については数多くの優れた研究があるし、また、優れた翻訳書も存在す
る。しかしながら、日米の民事訴訟法の基本的な性格の違いやその背景を
明らかにしたうえで、アメリカ民事手続の全体のしくみを解明する試みは
あまり多くなかったように思われる。
本稿は、連邦民事訴訟規則()の内容を中心に、アメリカ民事訴訟手続
のしくみを分かりやすく、体系的に解明することを目的とする()()。分
かりやすくというのは、個々の論点を解説するだけでなく、アメリカ民事
訴訟法の初学者がアメリカ民事訴訟法の性格ないし全体構造を理解できる
ように、アメリカの民事訴訟手続の背景となっている諸制度の検討も行っ
ていることを意味している。
アメリカ民事訴訟法のしくみ ─（） 41
─ 41 ─
わが国の民事訴訟法を一通り学習した者がアメリカ民事訴訟を勉強する
にあたり、陥りやすい誤りとしては、民事訴訟法の性格、全体構造および
その背景が日米ではきわめて異なるにも拘わらず、ついわが国の理論や実
務を基準にして類推し、アメリカの訴訟手続を理解しようとすることにあ
るように思われる。
アメリカの民事訴訟法の教科書（ケース・ブックやホーン・ブックな
ど）とわが国の教科書を見比べると、その内容の違いに戸惑うことが少な
くない。すなわち、わが国の教科書には必ず載っているような内容がアメ
リカの教科書には全く記述がないことがしばしばある。もちろん、その逆
もある。
ここでは、アメリカ民事訴訟法の初学者が抱く素朴な疑問、あるいは、
誤りやすい例を三つほど挙げて、問題の提起とする。
第一は、証明責任の分配である。わが国の民事訴訟法の教科書において、
証明責任の分配は重要論点の一つとして必ず記載されている。しかしなが
ら、アメリカの民事訴訟法の教科書を見ても証明責任の分配は記述されて
いない。アメリカには、「民事訴訟法」とは別に、「証拠法」の科目がある
ので、証明責任の分配は証拠法の教科書に記載されているのではないかと
思われるかもしれないが、そのようなことはない。たしかに証拠法の教科
書には、証明責任の意義や証明の程度は説明されているが、証明責任の分
配についての記述はない。アメリカの証拠法は、陪審制度を背景に成り立
っているものであり、その内容を一言でいえば、陪審が誤った事実認定を
しないように、正確な判断の妨げとなるような証拠を排除するためのルー
ルが規定されているのである()。それでは、アメリカのロー・スクール
では、どの教科で証明責任の分配を学習するのであろうか。
第二は、訴訟要件である。訴訟要件も、わが国の教科書では必ず記載が
あり、訴訟要件を具備しないときは「訴え却下」となるのに対し、訴訟要
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件が具備しており、本案審理を経たうえで原告が敗訴する「請求棄却」と
峻別される。「訴え却下」と「請求棄却」のちがいを理解することが初学
者の基本である。しかしながら、よく知られているように、アメリカでは、
このような訴え却下と請求棄却を峻別する単語はない。いずれも「dis-
miss」（退ける）であって、日本語に翻訳するときには、文脈に応じて訳
し分けなければならないのである。アメリカには、訴訟要件という概念は
ないのであろうか。また、訴訟要件は、わが国では、職権調査事項である
が、もしアメリカにも訴訟要件があるとしたら、どのように行使されるの
であろうか。
第三は、いわゆる人的管轄権（personal jurisdiction）の問題に関する。
人的管轄権は、一見わが国における土地管轄の問題に似ているが、全く異
なる問題であり、わが国の土地管轄を類推して理解することはきわめて危
険である。わが国の土地管轄の一般原則とも言うべき普通裁判籍は、被告
の住所地となっており（民訴法条）、原告が被告のところに赴いて裁判
をすることが原則となっている。訴訟の準備ができている原告が不意打ち
を食らう被告のところに赴くのが公平であると考えられるためである。し
かしながら、アメリカの人的管轄権では、原告が自らの州内にある裁判所
に訴えを提起できることは当然の前提となっており、問題は、他州（また
は他国）の人や会社をどのような適正な手続（due process 合衆国憲法
修正条）の保障があれば被告として管轄権を及ぼすことができるかとい
うことである。たとえば、イーリー事件()の概要はつぎのようなもので
あった。ペンシルヴァニア州民であるトンプキンスがペンシルヴァニア州
内を走っているイーリー鉄道会社（本社はニューヨーク州）の線路沿いを
歩いているときに、走行中の列車の突起物がぶつかり負傷した。トンプキ
ンスは、ペンシルヴァニア州の裁判所ではなく、州籍相違を理由に、わざ
わざ被告の本社所在地であるニューヨーク州の連邦地方裁判所に提訴した。
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わが国の土地管轄の普通裁判籍を類推すれば、原告が被告の本社地に赴い
て提訴しているのであるから、何の問題もないと思われるかもしれないが、
本件では、ニューヨーク州の実体法の適用は認められず、ペンシルヴァニ
ア州の実体法を適用すべきとされたのである。なぜニューヨーク州の実体
法の適用は認められなかったのであろうか()。
以下では、アメリカ民事訴訟法の性格とその背景について簡単なコメン
トをしたうえで、アメリカ民事訴訟法の個別テーマをつ取り上げて検討
する。
個別テーマについては、具体的な事例に即して理解できるように、グラ
ノンから多くの事例を引用している(	)。なお、事例はグラノンの翻訳で
あるが、コメントの部分は、グラノンの解説を読んだ上での、筆者の寸評
である。
Ⅰ アメリカ民事訴訟法の性格とその背景
アメリカ法の入門書では、アメリカ法のさまざまな特色やその基本的な
内容が紹介されているが(
)、その内容を繰り返しても意味はない。ここ
では、これらの諸背景がアメリカ民事訴訟法の性格にどのような影響を与
えているかを中心に検討する。
 判例法主義
判例法主義について、ここでは、第に、一次法源と二次法源に分ける
法源論、第に、訴訟法と実体法の関係（訴訟ありきの法体系）、そして、
第に、利益衡量による個別事件の最善の解決を通しての正義の実現等を
検討する。
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① 一次法源と二次法源 ─日米における学説の位置づけのちがい─
アメリカでは、法源を一次法源と二次法源に分けて説明される。一次法
源は、制定法（成文法）と判例法である。ここでの制定法は、立法府が制
定した法律に限らず、憲法、条約、行政令、規則等も含まれる。アメリカ
では、この一次法源である制定法と判例法が「法（law）」とされている。
これに対して、二次法源、たとえば、ロー・スクールのロー・レヴューに
掲載される学者の論文はわが国のように重視されてはいない。教科書を見
ても、わが国では学者の個人名を付した学説が頻繁に引用、記述されてい
るが、アメリカの教科書では、このようなことはない。アメリカで、人名
で表記されるのは、事件の当事者であったり、判決を下した裁判官である
ことが多く、ロー・スクールの授業においても、学説について議論するこ
とはほとんどない。判例法主義であり、授業の中心は、あくまで判例を分
析、学習することにある。アメリカの法律の学習においては、学説はほと
んど考慮されていないのが実情である()。
二次法源の一つである学説がわが国ほど重視されていないことは上記の
通りであるが、二次法源には学者の論文以外のものもある。たとえば、契
約法の授業で利用される統一商事法典（Uniform Commercial Code＝
UCC）は、個々の学者が書く論文とは違って、権威ある団体が総力を結
集して編纂したものであるので重視されており、また、現在では、すべて
の州で採用されているので、一次法源に格上げされている。同様に、やは
り契約法の授業でよく利用されるリステイトメント（Restatement）は判
例を詳細に分析、整理し、条文の形にまとめたものであり、これも二次法
源であっても、重視されている。
② 訴訟法と実体法の関係（訴訟ありきの法体系）
わが国の法学部では、まず民法（実体法）を学習し、その後で、民事訴
アメリカ民事訴訟法のしくみ ─（） 45
─ 45 ─
訟法（訴訟法）を学習するのが通常の順序であろう。その一例としては、
民事訴訟法の授業で習う当事者能力や訴訟能力は、「民法その他の法令に
従う」（民訴法28条）となっており、当事者能力や訴訟能力を学習するた
めには、民法の権利能力や行為能力の理解が不可欠の前提となっているの
である。しかし、アメリカの法体系は訴訟ありきなのであり、契約法、不
法行為法等々の実体法が裁判を前提として成り立っているのである。また、
消滅時効についても、周知のように、わが国では実体法の問題として捉え
ており、実体法上の権利が消滅するのに対し、訴訟を念頭におくアメリカ
では、あまり長く放置された事件については人々の記憶も曖昧になり、証
拠も散逸してしまうため公正な裁判が期待できないという理由で、出訴期
限が制限されているのである。つまり、期間を徒過すれば、裁判所に救済
を求めることができないということであって、実体法上の権利が消滅して
しまうという法律構成にはなっていない。
この他の例としては、アメリカの契約法における詐欺防止法（Statute
of Frauds）が挙げられる。これは、現在のアメリカでは、一定の重要な
契約については書面によることが要求されている法律のことである。重要
な契約としては、第一に、結婚を対価とした契約、第二に、契約成立時か
ら年以内に履行を完了できない契約、第三に、土地など不動産の売買契
約、第四に、遺言執行者あるいは遺産管理人が自らの資産で、死者の生前
の債務を支払うことを約した契約、第五に、500ドル以上の物品の売買契
約、第六に、他人の負債や債務の不履行に対する保証契約が挙げられてい
る(10)。詐欺防止法は、もともとは1677年にイギリスで制定された法律で
あるが、その理由としては、それ以前には、原告が裁判所に提訴し、審理
の際にはあらかじめ示し合せておいた証人と結託して裁判官を欺き、勝訴
判決を得るような事態が生じていたのであり、これを防止するために、重
要な契約については書面でなされていなければ、訴えを受けつけないこと
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にしたのである。この例からもわかるように、契約法（実体法）の規定が
訴訟を前提として構成されているのである(11)。
ここで、本稿の「はじめに」で示した、証明責任の分配をどの教科で学
習するのかについての簡単な解答を示せば、「実体法」の授業で学習する
である。不法行為の例がわかりやすいので、不法行為の例を挙げてみる。
周知のように、アメリカの不法行為は、まず、大別して、故意による不法
行為（意図的不法行為＝ intentional torts）、過失による不法行為（negli-
gence）、無過失の不法行為（厳格責任＝ strict liability）等に分けられる
が、さらに、個々の不法行為類型に分かれている。たとえば、故意による
不法行為には、人に対する不法行為として、暴行着手（assault）、暴行
（battery）、不法監禁（false imprisonment）があり、物に対する不法行
為として、不動産への侵害（trespass to land）、動産への不法侵害（tres-
pass to chattels）がある。そして、これらの個々の不法行為類型ごとの成
立要件があるわけであるが、（訴訟ありきの法体系の中で、）裁判を前提と
して授業を行うアメリカでは、成立要件というよりは、原告がまず証明す
べき事実は何か（prima facie case）という言葉を使うのである。たとえ
ば、暴行（battery）について原告が証明すべき事実は、第一に、有害な
または攻撃的な接触であること、第二に、原告の身体に対するものである
こと、第三に、故意、第四に、因果関係である。ちなみに、損害はこの不
法行為の要件ではない。そして、原告が証明責任を果たせば、今度は被告
が防御（抗弁）をしなければならない。被告が証明責任を果たすべき抗弁
事由としては、たとえば、原告の同意、正当防衛、第三者防衛、財産防衛
等がある。このように、不法行為の学習は、個々の不法行為類型ごとに、
原告の証明すべき事実は何か、またこれに対する被告の防御（抗弁）は何
かを勉強することに尽きるのである。
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③ 利益衡量主義
判例法主義の帰結の最後として、徹底した利益衡量がある。わが国のよ
うな成文法の国では、法規範は、あらゆる事件に対処し、解決できるよう
に作られている。そのため、ややもすれば、条文は抽象的で難解になり、
法学者による緻密な解釈論が展開されることになる。これに対して、判例
法主義のアメリカでは、法規範（判例）は、個別事件の諸ファクター（要
因）を徹底的に比較衡量して作られるので、自ずとその射程には限界があ
る。アメリカでは、先例拘束の原則があるので、同一の事件であれば、先
例によって拘束されるが、事件を構成するファクターに違いがあれば先例
拘束の原則は適用されず、別の規範が出されることになる。上記の人的管
轄権を例に取れば、つぎのようなことである。人的管轄権の問題の核心は、
他州（または他国）の人ないし会社をある州の裁判所の管轄権に服させる
ことができるかである。たとえば、アメリカ合衆国の北東部に位置する州
（ニューヨーク州および隣接する州）で自動車（フォルクスワーゲン）を
販売する会社がある顧客に自動車を販売したとする。その後、その顧客は
その自動車を使ってオクラホマ州に引っ越していった。そこで自動車に不
具合のあることを知り、販売会社を被告として訴訟をオクラホマ州で提起
した（ワールド・ワイド・フォルクスワーゲン事件 1980年参照）(12)。
この事件について、当時の判例理論では、「予測可能性がないこと」（un-
forseeability）との理由で人的管轄権は認められなかった。このような事
例であれば、2011年のニカストロ判例で打ち出された最新の理論である
purposeful availment（法廷州の意図的な利用）の理論によっても人的管
轄権は否定されるであろう(13)。しかし、もし、顧客が移動した州がニュ
ーヨーク州の隣接州であったとしたらどうなるであろうか。おそらく、逆
に、人的管轄権は認められるであろう。なぜならば、隣接州においては被
告は販売に力を入れており、言い換えれば、意図的にその州を利用してい
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たからである。また、その結果として、予測可能性がなかったとも言えな
いからである。このように同じような事件であっても考慮すべきファクタ
ーに違いがあれば、結論も異なってくるのである。
わが国のような成文法の国では、個別事件に法律を適用すれば必ず正し
い答えが引き出されるという、いわば演繹法であるのに対し、アメリカの
判例法主義は個別事件の諸要因を徹底的に比較衡量し、最善の答えを引き
出す、いわば帰納法である。
また、わが国の法解釈は、上記の実体法との整合性を含めて、論理的整
合性に力点が置かれているが、アメリカ法はプラグマチックであり、かつ、
手続上の正義（法の適正手続、due process）に力点が置かれている。す
なわち、アメリカ合衆国憲法に規定されているように弁護士依頼権、証人
に対する質問権、通知（notice）(14)等々が手続き保障ではきわめて重要な
のである。
 陪審制度
アメリカ合衆国憲法修正	条は、民事事件において陪審審理を受ける権
利を定めている。陪審制度は、歴史上有名なゼンガー事件に象徴されるよ
うに、アメリカでは「自由の砦」として、基本的人権の一つされている。
もちろん、すべての民事事件に陪審裁判が認められているわけではない
し(15)、また、陪審裁判は権利であり、義務ではないので、放棄すること
もできる(16)。さらには、アメリカ民事訴訟手続きの流れは、①訴状と答
弁書の交換（pleadings）、②争点と証拠の整理段階であるプレトライアル
（pretrial）、③陪審審理が行われるトライアル（正式事実審理、trial）の
段階に分けられるが、アメリカでは、トライアルに至る前に、プレトラ
イアルの段階で、和解等により、大半の事件は処理されている。したがっ
て、提起された事件の中で陪審審理を受ける事件の割合はきわめて低い。
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それにも拘わらず、陪審審理がアメリカ民事訴訟手続きの基本構造であり、
資料提出の局面および訴訟進行の局面において、徹底した当事者主義が採
られている背景に陪審制度があるのである。
陪審制度の帰結として、「事実問題は陪審に」、「法律問題は裁判官に」
という役割分担がある。すなわち、事実認定は陪審の役割であって、裁判
官は事実認定の責任は負わないのである。わが国の裁判官は定期的に期日
を開いて、当事者から訴訟資料を収集し、適正な事実認定をするために必
要であれば、釈明権を行使して資料の提出を促すこともできる。これに対
し、アメリカの裁判官は、そのような釈明をする必要もないし、また、事
実認定に口を出すこと（干渉すること）は陪審の行うべき任務を妨げるも
のとして行ってはならないのである(17)。
訴訟の進行面について、わが国では、「職権進行主義」の下、裁判官が
期日を定期的に開催して資料を提出させ、徐々に心証を形成して行くわけ
であるが、裁判官が事実認定を行わないアメリカでは、争点および証拠の
整理は、基本的に当事者間で行われ、裁判官が関与するわけではない。裁
判官が関与するのは、たとえば、当事者の一方から相手方当事者に開示の
要求があり、当事者間では開示をすべきか否かを決することができない場
合に、裁判官に判断してもらう場合等である。開示手続きは裁判所で行わ
れるわけではなく、たとえば、開示方法の一つである証言録取書を取る場
合には、いずれかの弁護士の事務所を使ってなされることがある。このよ
うに、争点と証拠の整理は、当事者間で行われるのが基本であるが、近年
では、事件数の増加等の理由によって、当事者任せにするとなかなか整理
が進まず、ひいては、訴訟遅延になるとの懸念から、被告が送達を受領後
120日以内に、裁判官が関与するスケジューリング・カンファランス（審
理計画）を開催し、審理の促進に努力している。しかし、これは、開示手
続の終了は何時頃か、和解の協議を何時頃開くか、トライアル・カレンダ
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ーに何時頃載せるか等々の大まかな協議をするだけであって、日本のよう
な職権進行主義になるわけではない(18)。
裁判官の役割である法律問題の一つは、審理の終了時に、事件に適用さ
れる法律を陪審に説明する、裁判官の説示（instruction）である(19)。説
示を行うのは、裁判官の権限であり、かつ、責務であるが、説示の作成に
あたっては、裁判官が一人で作成するわけではない。アメリカでは、説示
に関する書式ないしモデル案が数多く出版されており、事件の両当事者の
弁護士は、これらの書式を参照して、それぞれ、説示案を作成するのであ
る。説示案は、パラグラフ毎に区切って書かれ、番号がふられている。裁
判官は両弁護士の作成した説示案を参照し、両弁護士と協議しながら、最
終の説示を決定していくのである。したがって、裁判官の職責である説示
についても、実質を見ると、当事者の弁護士が下準備をしており、当事者
主導の色彩が強い。このような裁判官の仕事ぶりは、アメリカが陪審制で
あり、裁判官が事実認定の責任を負わないことが大きな理由であるが、こ
れ以外に、アメリカの裁判官の選任制度がわが国とは大いに違うこともあ
る。周知のように、アメリカでは、わが国のいわゆるキャリア・システム
（官僚裁判官制度）とは異なり、法曹一元制度であり、ある州の連邦地方
裁判所の裁判官として選任されると、ずっとその職にとどまる。わが国よ
うに、若くして判事補になり、その後、キャリア・アップしていくシステ
ムとは異なる。したがって、一般論で言えば、アメリカの裁判官は法律家
としての豊富な経験を持つ者の中から選ばれている。
しかしながら、アメリカの裁判官が事実認定をせず、また、訴訟の進行
についても当事者任せであるように見えるからと言って、アメリカの裁判
官が事件に精通していないとか、訴訟指揮能力に疑問があるというわけで
はない。アメリカの裁判官、とりわけ、連邦裁判所の裁判官は、概して、
きわめて優秀である。たとえば、証人尋問で、一方の弁護士が質問をする
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とき、相手方の弁護士がその質問に対して異議（objection）を出すことが
よくあり、このような場合、裁判官は、即答で、異議を却下（overruled）
するか、認める（sustained）かを即断しなければならないのである。裁
判官が証拠規則の内容を熟知しているのは当然であるが、トライアルの時
点では事件の内容にも熟知しているのである。
 州と連邦の元性
アメリカ合衆国は50の州で構成される連邦国家であるが、この州をわが
国の都道府県と同じようなものと考えるのは大きな間違いである。わが国
において、地方自治体は条例を制定することはできるが、上位の規範であ
る憲法や法律は全国で一律に適用される。これに対して、アメリカの民事
裁判手続や事件に適用される実体法は州によって異なるのであり、それぞ
れの州があたかも独立国であるかのような様相を呈しているである。した
がって、アメリカの人的管轄権をわが国の土地管轄と同様に考えると誤る
ことになる。わが国の土地管轄権はわが国に管轄権（裁判権）があること
が前提となっており、それをどこの裁判所が分担するのが適切かという問
題であり、分担の基準は当事者間の公平などで決めている。この点につい
て、アメリカの人的管轄権の核心は、連邦裁判所または州の裁判所にかか
わらず、ある州の裁判所が他州民に対して管轄権を行使できるかであり、
管轄権を及ぼしても合衆国憲法修正第条の「適正な手続き」が保障され
ているか否かであり、2011年のニカストロ事件の判旨によれば、他州民で
ある被告が法廷州を意図的に利用したか、ないしは、意図的な関連（コン
タクト）を持っていたか否かである。一例を挙げてみる。
『メアリ・スミスは55歳のマサチューセッツ州民である。彼女は離婚して
おり、収入も少なく、普段は旅行にも行けないくらい貧しい生活をしてい
る。しかし、娘がカリフォルニア州で結婚式を挙げるので、それに出席す
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るため、節約し、何とか旅費を工面して、カリフォルニア州に行き、結婚
式に出席するためにレンタカーを借りて走行中、エクソン・モービルのト
ラックと衝突事故を起こした。エクソン・モービルは全米各州で営業を行
い、マサチューセッツ州には大きな事務所も存在した。メアリがマサチュ
ーセッツ州に帰宅した後で、エクソン・モービルは、カリフォルニア州の
裁判所に損害賠償を求めてメアリを提訴した。』(20)
このような事例で、カリフォルニア州の裁判所は管轄権を有するかとの
設問に対して、①彼女はほんの，日しかカリフォルニア州には滞在し
ていないのであるから管轄権はない、②収入の少ないメアリにとって、カ
リフォルニア州で裁判をするのは極めて不便であるから管轄権はない、③
エクソンはマサチューセッツ州に大きな事務所もあり、同州で提訴するこ
とに支障がないのに、収入の少ないマサチューセッツ州民のメアリにカリ
フォルニア州で防御させるのは不合理であるから、管轄権はない、との解
答枝があるが、これらはすべて不正解である。正解は、カリフォルニア州
で防御することは不便であっても、メアリは、カリフォルニア州の管轄権
に服するである。なぜならば、メアリは意図的にカリフォルニア州に赴き、
そこで事故を起こしてしまったからである。わが国の土地管轄を決める基
準の要素とされる、被告の事情、当事者間の力の格差、証拠確保の利便性
等は全く考慮されていない。わが国の土地管轄は、アメリカ民事訴訟法に
おいては、人的管轄権（personal jurisdiction）の問題ではなく、ある州に
管轄権があることを前提に、一つの州に複数の地区（district）がある場
合に、どこの地区の裁判所で行うかを決める裁判地（venue）の問題に近
い。
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Ⅱ 連邦裁判所の事件管轄権（federal subject matter jurisdic-
tion）
連邦裁判所の司法権の範囲は、合衆国憲法（連邦憲法）第三条第二節に
限定列挙されている。すなわち、司法権はつぎの諸事件に及ぶ(21)。
①アメリカ合衆国憲法、連邦法、アメリカ合衆国が既に締結した条約ま
たは将来締結する条約に基づいて発生する普通法および衡平法上のす
べての事件、
②外国の大使、その他の外交使節、領事に関するすべての事件、
③海事および海上管轄に関するすべての事件、
④アメリカ合衆国（連邦政府）が紛争当事者である争訟、
⑤二州または二州以上の州間の争訟、
⑥一州と他州の市民との間の争訟、
⑦異なった州の市民間の争訟、
⑧異なった州の公有地払い下げに基づいて生じる当該州の市民間の争訟、
⑨一州または当該州の市民と外国、外国の市民または臣民との間の争訟。
上記の諸事件の中で、民事訴訟で問題となるのは、①のいわゆる連邦問
題、および、⑦の州籍相違事件の二つである。
 州籍相違事件
合衆国憲法第三条第二節の規定を受けて、合衆国法典（連邦法令集）28
U.S.Code §1332は、州籍の異なる市民間の民事事件で、利息と費用を除
いて、訴額が	万5000ドル（	万5000ドルとセント以上）を超えるもの
について連邦管轄を認めている。
訴額についての事例を挙げる。Glannon p18 参照。
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『Wは Pに対して建設事故で被った損害を求めて連邦裁判所に提起した。
事故の結果として、Wは足首をひどくねじってしまった。Wは Pに事故
を起こした過失があると主張する。しかしながら、Pは、自らには過失が
なかったとして、否認する。Wは損害として10万ドルを請求する。』
→この事例では、訴額の判定基準が問題となる。すなわち、Wが請求し
ている金額が10万ドルなのであるから、それを認めればよいとの考えもあ
りえるが、それを認めると、紛争の実態とはかけ離れた法外な金額を請求
することにもなりかねない。裁判所は原告が主張する訴額をそのまま認め
ることはなく、合理的な陪審ならばWの主張する損害が	万5000ドルを
超えると判断するであろうことを基準としている。
次に、訴額の合算についての事例を紹介する。Glannon p20 参照。
『Mは州籍相違に基づき連邦裁判所に Oを訴え、名誉棄損の損害額として
万5000ドルの請求および、この請求とは関係のない過失の請求として
万5000ドルを求めた。Mは、また、過失請求の共同被告として Pを訴え、
Pに対して万5000ドルの過失請求を行った。Mの請求には「共通の分
割できない利害」（common undivided interest）はないものと仮定する。』
→複数の被告に対する請求が共通の分割できない利害、すなわち、たとえ
ば、同一事件から生じた請求を除いては、複数の被告に対する個々の請求
を合算することはできない。したがって、Mの Oに対する訴えは万ド
ルで、	万5000ドルを超えることになるが、Pに対する請求は万5000ド
ルであり、要件を満たさない。
もう一つ、請求の合算についての事例を挙げる。Glannon p22 参照。
『次の中で、すべての請求が連邦裁判所に適切に提起されるものはどれか。
（伝統的な合算の法理が適用されるものとする）
A ニューヨーク州民の LとMがアイオア州民の Cを過失で訴える。Lは
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事故の損害として万ドルを請求し、Mは自身の事故で万5000ドルを
請求する。
B ニューヨーク州民の Lがアイオア州民の Cを訴え、事故の損害として
万ドルを請求する。Cは、反訴として、10万ドルを請求する。
C ニューヨーク州民の Lがアイオア州民の CとMを訴え、CとMの車
の衝突によって被った損害を請求した。Lは、CとMのどちらか、ある
いは、双方に過失があるとして10万ドルの損害賠償を求めた。
D ニューヨーク州民の Lがアイオア州民の Cおよび、同じくアイオア州
民であるM医師を訴える。Lは Cが事故を引き起こしたと主張し、事故
による足の骨折の損害として万ドルを請求する。Lは、さらに、M医
師に対して、事故後の足の治療に過失があったとして、万ドルの損害賠
償を求めた。』
→請求は密接なものであれば合算できるが、そうでない場合は合算できな
いのが伝統的な法理である。まず、Aでは、請求は別個独立であるので
合算はできない。したがって不適格である。Bでは、反訴の額は10万ドル
であるが、そもそも、訴額は原告の請求によって決まるので、原告の万
ドルの請求では不適格である。Cでは、人に対する請求は同一の自動車
事故から生じたものであり、密接である。したがってこれが正解となる。
ちなみに Dでは、それぞれの被告に対する訴えは別のものであり、両者
を合算することはできない。したがって不適格である。
※ 州籍（domicile）・・・州籍相違事件であるためには、まず、州籍は
どのように決められるかを明らかにしなければならない。英語でいう「ド
ミサイル」のあるところが州籍となる。ドミサイルは、わが国の「住所」、
「居所」とは一致しない概念である（「本居」と訳されることもある）。ド
ミサイルになる要件は二つあり、「期間を定めずに（永久に）住み続ける
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意思」と「ある州に住むこと」である。たとえば、ニューヨーク州民の両
親からニューヨーク州で生まれ育った子はニューヨーク州民である。この
子が大学卒業時まではずっとニューヨークに住んでいたが、イリノイ州に
あるロー・スクールに通うためにイリノイ州に住み始めた場合、どちらの
州の州民になるであろうか。それは子の意思によって異なってくる。すな
わち、もしその子の気持ちがロー・スクールを卒業するまではイリノイ州
にいるが、卒業後はニューヨーク州に戻ってくるつもりであれば、その子
の州籍はずっとニューヨーク州のままであり、イリノイ州民になることは
ない。イリノイ州には「期間を定めずに住み続ける意思がない」からであ
る。それに対して、もし子がロー・スクール卒業後も、イリノイ州で就職
し、ずっとイリノイ州に住み続けるつもりであれば、ロー・スクールに進
学しイリノイ州に住み始めたときからイリノイ州民となるのである。
具体例を挙げる。Glannon P5
『モンタナ州で生まれ育ったマーラは、高校を卒業した後、デンバーの美
容学校で美容師になるための年間のプログラムに参加するために、コロ
ラド州へ引っ越した。彼女は本当に美容師になりたいかどうかどうかはは
っきりわからなかったが、家から出たいと強く思っており、両親が授業料
を払ってくれたので、家を出ることにした。マーラは美容師の仕事が気に
入り、その後美容師としての仕事につけたなら、デンバーあるいはモンタ
ナ州等の西部のどこかに住もうと思っていた。しかし、美容師の仕事を好
きになれないときは学校を辞め、できればデンバーで何か仕事を探すつも
りであった。マーラはか月契約でアパートを借りた。デンバーに引っ越
した後、マーラの州籍はどこになるであろうか。』
→設問のような場合には、マーラの州籍はコロラド州になる。なぜならば、
美容学校のプログラムは年間であるが、マーラの気持ちとしてはその後
も、期限を定めずに、コロラド州に住む意思があるからである。
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ちなみに、会社については、州籍は二つある。一つは、会社が設立され
た州であり、もう一つは、会社の本社（principal place for business）のあ
る州である。
具体例を挙げる。Glannon p 10 参照。
「Oはオレゴン州に住んでおり、そこを離れるつもりはない。Oはアイダ
ホ州で働いている。Oは、カリフォルニア州の連邦裁判所に訴えを提起
し、アイダホ州民の Cおよび B社を被告とした。B社はカリフォルニア
州で設立され、本社はアイダホ州にある。Oはそれぞれの被告に対して
20万ドルの損害賠償を求める。B社はオレゴン州に125人の従業員を擁す
る大きな販売事務所を有している。B社の社長である Rはオレゴン州に
住んでいる。」
→この設問の場合、原告 Oの州籍はオレゴン州である。働いているアイ
ダホ州ではない。被告の Cはアイダホ州民であり、また、B社の州籍は
カリフォルニア州とアイダホ州である。オレゴン州に大きな事務所がある
ことや社長がオレゴン州に住んでいることは関係ない。したがって、原告
と被告の州籍は完全に相違し、また、訴額は	万5000ドルを超えているの
で、管轄権は適切である。
別の具体例を挙げる。Glannon p12 参照。
「テキサス州の Aと Pは、契約の不履行を理由に、A社をテキサス州西
部地区の連邦裁判所に訴えた。A社は芝刈り機を製造する会社である。
同社はデラウェア州で設立された。同社はテキサス州エルパソに大きな組
み立て工場を有しており、そこでは500人の社員が働いている。テネシー
州にも別の工場があり、そこでは芝刈り機のハンドルを製造しており、25
人の社員が働いている。会社の本部は、オクラホマ州のタルサにあるオフ
ィスビルの12階の一角にある小さな事務所にある。そこでは、総勢15人の
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役員や社員が働いている。」
→この設問については、まず、被告の州籍がどこにあるかが問題となる。
設立されたデラウェア州は州籍の一つである。問題は、本社がどこである
かである。これについては役員等のいる司令塔が本社であるとする説
（brain test）と大きな工場があるところとする説（muscle test）がある
が、前者が支配的である。したがって、500人の社員がいる工場のあるテ
キサス州は州籍とはならず、役員等15人が働いているオクラホマ州が本社
であり、州籍となる。したがって、原告と被告の州籍は完全に相違してい
るので、事件は審理される。
米 完全なる州籍相違（complete diversity）
わが国の民法に相当する、アメリカの契約法、不法行為法、不動産法
（real property不動産の売買や賃貸借を扱う）等々の民事実体法は州法
である。州法上の請求は州裁判所で行うのが原則である。たとえば、A
州の州民である Xが同じ A州の州民である Yを訴えるのは、A州の州裁
判所になる。これに対し、A州の州民である Xが B州の州民の Yを相手
に訴えるのが州籍相違事件であり、このときは、訴額の制限はあるが、州
裁判所ではなく、連邦裁判所でも審判されることができる。その理由とし
ては、州裁判所は、自州の州民の保護に傾き、他州の州民にとっては不利
な裁判になるのではないかとの懸念があるためである。そこで、州の利益
とは距離をおく連邦裁判所のほうがより公平な裁判が期待できるとの理由
から州籍相違事件には連邦裁判所の管轄権が認められているのである。
上記のことから、州籍相違は「完全なる州籍相違」でなければならない
とされる(22)。完全なる州籍相違とは、原告と被告の間で、同じ州の者が
一組もいてはならないということである。たとえば、原告が A州民で、
被告が B州民と C 州民であれば、完全な州籍相違になる。しかし、原告
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が A州民で、被告が B州民と A州民である場合は、原告と被告の一人が
同じ州の州民であるので、完全なる州籍相違とはならない。この例で、裁
判所が A州の州裁判所であっても、原告、被告それぞれに自州の州民が
いるので、公平に裁判されるからである。
具体例を挙げる。Glannon p9 参照。
『次の中で州籍相違管轄が欠けているのはどれか。
A ヴァージニア州のマディソンとジェファーソンおよびマサチューセ
ッツ州のゲリーがニューヨーク州のハミルトンおよびペンシルヴァニア州
のフランクリンを訴える。
B ヴァージニア州のマディソンがメリーランド州のラファイエットお
よびワシントン社を訴える。ワシントン社はデラウェア州で設立され、本
社はメリーランド州にあり、そして、ヴァージニア州に大きな事務所があ
る。
C ヴァージニア州のマディソンが、デラウェア州で設立され、ヴァー
ジニア州に本社があるアダムス社を訴える。
D 裁判所は、上記の Bおよび Cについては管轄権を欠く。』
→この設問に対する正解は Cである。というのは、原告の州籍はヴァー
ジニア州であり、また、被告の州籍もヴァージニア州だからである。つま
り、完全州籍相違がないのである。
別の事例を挙げる。Glannon p14 参照。
『ミズーリ州民の Cおよびアイオア州民の Rは次の者を被告として訴える。
Jはバーモント州民である。アメリカ市民の Gはずっとフロリダ州に住ん
でいたが最近イギリスへ引っ越し、そこで期限を定めずに住むつもりであ
る。フランス女性の Tはアイオア大学の年間の客員教授としてアイオ
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ア州に引っ越し、そこで終身在職権（tenure）を得て、ずっと留まりたい
と願っている。この訴訟は州籍相違に基づいて連邦裁判所に提起された
（Tはまだ合衆国の永住権を取得していないとする）。』
→この事例では、原告の州籍はミズーリー州とアイオア州である。被告 J
の州籍はバーモント州である。また、被告 Gはアメリカ人ではあるが、
現在はイギリスに住み、そこにずっと住み続けるつもりであるので、州籍
はアメリカにはない。フランス女性 Tは外国人であるが、連邦裁判所の
管轄権はアメリカ人と外国人との間の争訟に及ぶ。（合衆国憲法第三条第
二節第一項）参照。したがって、結論としては、もし Gが訴訟に留まる
ときには、管轄権がないが、原告と被告 Tおよび Jの間では訴訟が行わ
れることになる。
米 最少州籍相違（minimal diversity）
しかし、近年、クラス訴訟のように、多数の者が原告となる訴訟では、
原告の中に被告と同じ州籍の者が存在することが多いので、完全なる州籍
相違にはならなくなる。しかし、クラス訴訟のような複雑な訴訟の裁判に
は、州裁判所よりも連邦裁判所のほうが適しているので、クラス訴訟につ
いては、完全なる州籍相違でなくともよいとの規定がある(23)。
 連邦問題
連邦裁判所の管轄に服する今一つの類型としては、連邦法上の請求に認
められる、いわゆる連邦問題がある。これは連邦法上の請求なので、訴額
にかかわらず連邦裁判所に管轄権がある。すなわち、	万5000ドルを超え
なければならないという制限はない。
しかし、連邦問題で連邦裁判所に管轄権がある場合でも、州裁判所の管
轄権と競合することが多く、連邦裁判所の専属管轄になるためには、当該
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連邦法で専属管轄が規定されている場合のみである。連邦裁判所の専属管
轄に属する事件の代表としては、パテント（patent）事件がある。
連邦問題で注意しなければならないことがつある。つは、原告の請
求が連邦法上の請求でなければならないことである。被告が反訴で連邦上
の請求をしても連邦問題とはならず、連邦裁判所の管轄権は生じない。今
つは、原告の請求は連邦法上の請求でなければならず、州法上のもので
あってはならないことである。これは当然のことであるが、日本人にはわ
かりにくいことである。というのは、アメリカでは、民事の基本法、たと
えば、契約法、不法行為法、不動産法（不動産の売買や賃貸借を扱う）
等々はすべて州法であり、一見、連邦法の問題に見えるものも、結局、た
とえば、契約不履行の問題であれば、州法上のことなのであり、連邦問題
とはならない。
具体例を挙げる。Glannon p29 参照。
『C 社は元社員である Gを文書による名誉棄損があったとして、不法行為
請求を提起した。この訴訟は連邦地方裁判所に提起され、Gは、C 社が連
邦の建設プロジェクトにおいて水で薄めたコンクリートを使っていたとの
虚偽の報告を連邦当局に対して行ったと主張されている。Gは、当局に報
告書を提出したことは認めるが、その報告書は言論の自由を保障する合衆
国憲法修正第一条によって保護されると答弁した。Gは、また、連邦内部
告発者保護法（Federal Whistleblower Act）に基づく反訴を提起した。
同法は連邦政府に対して行った報告が誤りだとして解雇もしくは懲戒を受
けた者に対する損害賠償を認める法律である。訴状に対して答弁した後、
Gは連邦裁判所の事件管轄権を欠くとして、訴え却下の申立てを行った。
この申立てはどのように処理されるべきか。』
→この事例において、原告の請求は文書による名誉棄損に基づく不法行為
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訴訟である。不法行為訴訟は州法であるから、連邦問題とはならない。ま
た、この事例で、被告が連邦法上の請求を反訴として行っているが、連邦
問題となるか否かに反訴は関係ない。したがって、この事例は連邦問題で
はなく、連邦裁判所の管轄権には入らないので、訴え却下の申立ては認め
られる。
別の事例を挙げる。Glannon p34 参照。
『2012年、Mはルイビルとナッシュビル間の鉄道の無料パスの更新を拒絶
された。そこで、Mは、契約の不履行を理由に鉄道会社を訴え、鉄道事
故による損害賠償責任を放棄する見返りとして、Mに無料パスを生涯更
新し続ける合意があったと主張する。Mは、鉄道会社が更新を拒絶した
のは無料パスを禁じる連邦法が新たに作られたからであるが、この法律は、
この法律制定後に発行されたパスのみに適用されると主張した。当事者の
双方はケンタッキー州民である。鉄道会社が連邦裁判所の管轄権を欠くと
して訴え却下の申立てを行った。裁判所はどのように処理すべきか。』
→この事例では、連邦法という言葉は出てくるが、原告の請求は、契約不
履行なのであり、すなわち、州法上の請求である。したがって連邦問題と
はならず、連邦裁判所の管轄にはならない。したがって、訴え却下の申立
ては認められる。
別の事例を挙げる。Glannon p35 参照。
『弁護士の Mは、特許違反の訴訟で Gを訴訟代理する（特許事件は、28
U.S.C. §1338（a）に基づいて連邦裁判所に提起されなければならない）。
裁判所は Gの特許は無効であると判示した。というのは、Gが特許を求
めている製品の販売から年以内に特許保護の申請をしなかったからであ
る。
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特許侵害訴訟の敗訴の後、Gは、州法上の不法行為請求である弁護過誤
を理由に、Gを州裁判所に訴えた。Gは、Mが前の訴訟でできたはずの
説得力ある主張をしなかったために敗訴したのであり、もししていれば特
許は有効であると認定されたであろうと主張した。Mは州法上の弁護過
誤訴訟の却下の申立てを行い、連邦特許法の下で生じた請求であるので、
連邦裁判所に提起されなければならなかったと主張した。』
→この事例では、原告の請求は弁護過誤という州法上の請求であるが、連
邦法とまったく関係がないとは言えない。この訴訟では、連邦裁判所の専
属管轄である特許の有効であることを主張しなかったことに過失があった
とされており、連邦問題が前提とされているのである。
州法上の請求が連邦問題に基づいて（arising under）生じたか否かの判
断は難しく、ちなみに、この事例の正解は、この訴訟は、特許法に基づい
ているのか否かは不明というものである。
グラノンの事例 Glannon p 37 参照。
『Eは契約不履行を理由に Fを訴え、Fは2011年月日にハイリスクの
証券を Lに売り渡すことに合意したが、指定の期日に交付しなかったと
主張した。Fは、売買に合意した後、しかし交付の期日前に、そのような
販売は違法だとする連邦法が制定されたことを抗弁として主張した。』
→この事例では、合衆国憲法第三条第二節の規定と連邦法令集28 U.S.C.§
1331の規定の解釈をめぐって判例が対立していることが背景にある。すな
わち、Mottley判決では§1331を狭く解釈し、連邦問題となるためには、
原告の請求が連邦法上のものでなければならないとした。これに対して、
Osborn判決では、合衆国憲法第三条第二節の「arising under」を広く解
釈し、被告が連邦問題を持ち出した場合であっても、その連邦法上の抗弁
が訴訟の「構成要素」（ingredient）となっているときには連邦問題とし
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て、連邦裁判所の管轄を認めるのである。したがって、この事例の正解は、
憲法の規定の解釈からは連邦法に基づいて生じたとされるが、§1331の規
定の解釈からは連邦問題とはならない。
グラノンの事例 Glannon p38 参照。
『連邦下院のスミス議員が、28 U.S.C.§1331の要件に	万5000ドルとセ
ント以上の係争価額でなければならないとする法案を提出することができ
るか。』
→連邦問題については、州籍相違事件のように係争価額が	万5000ドルを
超えなければならないという制限はない。しかし、連邦法によってこのよ
うな制限を設けることは違憲とはならない。
グラノンの事例 Glannon p41 参照。
『原告は、連邦法であるランバン法に基づいて被告を訴える。どこの裁判
所に提起することになるか。』
→連邦問題だからと言って、連邦裁判所に訴えなければならないというこ
とはない。多くの場合は、州裁判所と競合する。連邦裁判所の専属管轄と
なるのは、その連邦法に専属管轄が明記されている場合に限られる。
グラノンの事例 Glannon p42 参照。
『フロリダ州民の Aはケンタッキー州民のMを連邦裁判所に訴える。A
は、Mはごみ処理会社 AD社の運転手であり、過失によってトラックか
ら危険物質を散乱させたため、Aの不動産が汚染されてしまったと主張
した。Aは、また、同じ訴訟で、フロリダ州の会社である AD社に対し
て連邦有毒物運送法違反を理由に訴えた。この法律は二重のコンテナを備
えていないトラックによる有害物質の運送を禁じており、また、これによ
アメリカ民事訴訟法のしくみ ─（） 65
─ 65 ─
る損害の賠償を認めている。Aの損害額は数十万ドルに達するとみられ
ている。
Mは訴状に対して、運転に過失がなかったと答弁した。AD社は連邦
有毒物運送法が二重のコンテナを要求していることは認めるが、そのトラ
ックから有毒物質が散乱したことは否認する。トラックにはそのような物
質は積んでいなかったのであり、汚染物質は別のトラックが散乱したに違
いないと主張した。』
→まず、AのMに対する訴えは州法の不法行為の問題であるから、連邦
問題とはならない。しかし、Aはフロリダ州民でMはケンタッキー州民
であるので、州籍相違が認められ、連邦裁判所に管轄権があることになる。
つぎに、Aの AD社に対する訴えは連邦法である有毒物運送法に基づ
く訴訟なので、連邦問題の要件を満たし、連邦裁判所に管轄権があること
になる。
したがって、両請求について連邦裁判所に管轄権があることになる。
グラノンの事例 Glannon p45 参照。
『モンタナ州民の Iは、U 社を訴える。U 社はデラウェア州で設立され、
本社はモンタナ州にある。Iは連邦法である「雇用における年齢差別の禁
止法」に基づいて、連邦裁判所に訴える。Iは、U 社が年齢を理由に Iを
解雇し、若い社員に入れ替えたと主張する。Iは、また、訴状において第
二の請求を提示し、Iを解雇することは雇用契約の違反になると主張した。
さらに、Iは、第三の請求として、Iが解雇される年前に、U 社が Iが
創作した砥石車のデザインを盗用したと主張する。Iは、雇用の過程にお
いてではなく、自らの手で砥石車を発明したのだから、U社には Iの同意
なくしてそのアイデアを使用する権利はないと主張した。
連邦裁判所が事件管轄権を持つのはどの請求についてか。』
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→まず、第一の請求は、連邦法に基づくものであるため、連邦問題の要件
を満たし、連邦裁判所に管轄権がある。
第二の請求は、契約違反に基づく請求であるから、州法上の請求であり、
連邦裁判所に管轄権はないはずである。
第三の請求は、不正使用にかかるものであり、これも州法上の請求であ
る。したがって連邦裁判所の事件管轄権にはならない。
問題は第二の請求である。第二の請求は州法上の請求であるから、それ
だけでは、連邦裁判所の管轄にはならないが、連邦問題と同一の事実関係
から生じたものであるときは、28 U.S.C.§1367（a）に基づいて付加的管
轄権（supplemental jurisdiction）として連邦裁判所の管轄が認められる
のである。したがって、正解は、第一と第二の請求である。
グラノンの事例 Glannon p46 参照。
『ウィスコンシン州民の Tはウィスコンシン州民の賃貸人 Iを訴え、Tが
Iから賃借している建物が倒壊したときに受けた損害を請求する。Tは、
連邦住宅法に基づいて補助金を受けている賃借人に賃貸する建物に適用さ
れる連邦法上の建築基準に従っていなかったことに過失があると主張した。
Iは責任を否認する答弁書を提出し、その後、両当事者は開示の段階に進
んだ。
10か月後、Tは事件の審理を担当することになった連邦判事に不満を
抱くようになった。Tは、その請求が連邦問題となるか否かについて若
干の疑問を持ったので、同事件は連邦法の下で生じたものではないと主張
して、連邦裁判所の管轄権の欠缺を理由に、訴えの却下を申し立てた。こ
の申立てはどのように扱われるか。』
→この事例では、まず、連邦裁判所に訴えたことが管轄権の欠缺に対する
異議の放棄とはならない。また、10か月間争ったことも異議の放棄とはな
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らない。したがって、裁判所がこの訴訟が連邦法の下で生じた事件である
との要件を満たさないと判断するときには、異議を認めることになる。
Ⅲ 人的管轄権（personal jurisdiction）
人的管轄権は、連邦裁判所であると州裁判所であるとを問わず、ある州
に存在する裁判所の管轄権に被告が服するか否かの問題である。人的管轄
権を生じさせる伝統的な事由としては、①被告が法廷州の州民であること
（州籍を持っていること）、②法廷州に存在するときに、訴状等を交付送
達されること、③被告が管轄権に同意していることである。近年では、判
例の展開に呼応するような形で、各州でいわゆるロング・アーム法が制定
されている。
 伝統的な事由
① 法廷州の州民であること
A州の州民である原告 Xが A州の裁判所に Yを提訴したとする。この
とき、Yも A州に州籍を持つ州民であれば、Yに対して対人管轄権が生
じる。上記のように、州籍は、期限を限定して他州へ行き、そこで生活し
ている場合にも州籍は変わらないので、A州の裁判所の管轄に服する。
② 法廷州内に存在すること、および、法廷州内での交付送達
被告が法廷州に存在し、かつ、法廷州で交付（直接）送達を受けること。
他州の州民であっても、被告が法廷州へ行き、そこで交付（直接）送達
を受けたときは、人的管轄権が生じる。法廷州に行った理由や滞在時間に
は関係なく生じる。たとえば、ニュージャージー州民である夫が出張旅行
および子供らを訪問するために、カリフォルニア州の空港にいたときに、
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カリフォルニア州裁判所の召喚状（summons）および別居中の妻の離婚
申立書の送達を受けたときには、被告の夫に対する人的管轄権があるとさ
れた(24)
グラノンの事例 Glannon p72 参照。
『Nは、契約違反で Jを訴えるために、オレゴン州で弁護士Mに依頼した。
Nは報酬としてMに300ドル支払うことに同意した。Mは仕事を行った。
しかし、Nはカリフォルニア州へ行ってしまい、Mに報酬を支払わなか
った。Mは Nに報酬を求める訴えをオレゴン州の州裁判所に行い、Nが
本件とは関係のない用事でオレゴン州を訪問中、オレゴン州で訴状等の送
達を行った。Nはすぐにまたカリフォルニア州に戻ってしまい、それ以
後オレゴン州に来ることはなかった。ペノイヤー判決に示された人的管轄
権に関する理論によれば、オレゴン州の裁判所に人的管轄は生じるか。』
→オレゴン州の裁判所は Nに対して人的管轄権を行使できる。ペノイヤ
ー判決で示されたように、他州の人であっても、ある州の中に現実に存在
するときに、訴状等の送達を直接に受けた場合には、当該州の人的管轄権
が生じる。設問のように、Nがオレゴン州に滞在した理由が別の用事で
あっても構わないし、また、オレゴン州内で送達を受けた後に、カリフォ
ルニアに行き、そのままそこに滞在していても構わない。
③ 被告の同意（consent）
被告の同意は明示でも黙示でもよい。異議を留めぬ出廷（general ap-
pearance）を通してなされたものであってもよい。しかし、人的管轄権
を争うためだけに出廷する限定的出廷（special appearance）の場合には、
同意にはならない。
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④ ロング・アーム法
州によっては、他州民に人的管轄権を行使できる状況を規定するロン
グ・アーム法を制定している。しかし、州はいかなる内容でも規定できる
わけではなく、合衆国憲法が保障する適正手続条項に反してはならないと
の制限がある。しがって、その内容は、以下に紹介する連邦最高裁判所の
判例に倣った内容になっている。
 人的管轄権に関する判例の展開
ペノイヤー事件で明らかにされたように他州の人間であっても法廷州に
存在しかつ法廷州内で交付送達を受けた場合には、人的管轄権が生じる。
ということは、逆に、他州（たとえば B州）の人間が法廷州（たとえば
A州）にやって来て、A州で事故を起こしたが、原告が A州で裁判を起
こし、送達をしようとしたときに、被告はすでに B州に戻っている場合
には、被告に対して管轄権を生じさせることはできなくなる。したがって
人的管轄権の最大の問題は、他州の被告が法廷州とどのような関わり（コ
ンタクト）を持った場合に人的管轄権を生じさせることができるかである。
言い換えれば、被告にどのような適正手続（デュー・プロセス）を与える
かが課題となる(25)。
州外の被告に対して人的管轄権を認めることになった画期的な判例とし
ては、1945年のインターナショナル・シュー判決がある(26)。
この事件の概要は以下のようであった。靴類の製造・販売を業とする被
告のインターナショナル・シュー会社は、デラウェア州で設立され、本社
はミズーリ州セントルイスにある。同社はワシントン州には営業所を有し
ていなかったが、1937年から1940年までの間、ワシントン州に居住する10
人余りのセールスマンを雇い、展示会等を催して靴の販売を行っていた。
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セールスマンに支払う報酬の総額は毎年万ドルを超えていた。
ワシントン州では、雇用主に対して失業保険基金への保険料を支払うこ
とを要求していた。インターナショナル・シュー会社が保険料を支払わな
かったためワシントン州がその支払いを求めて提訴したのが本件である。
被告はワシントン州の裁判所の管轄権は被告には及ばないと争った。確か
に、従来の伝統的な理論では、他州の法人が法廷州内で交付送達を受けて
いないのであるから人的管轄権が認められない可能性があった。しかしな
がら本件の判旨によれば、インターナショナル・シュー会社のワシントン
州内での活動は組織的かつ継続的な取引であり、その取引の過程で、同社
はワシントン州の保護を享受したのである。本件で訴えられている義務は、
まさにこのような活動から生じたものであった。公正さと実質的正義につ
いての伝統的な観念によれば、法廷州で同社が負う義務を法廷州が同社に
強制することを正当化するような法廷州との関連に、当該活動が相当する
ことは明らかであるとしたのである。
このように、インターナショナル・シュー社は、ワシントン州に営業所
や自社の社員はいないものの、継続的かつ組織的な取引を行っていたので
あり、一般的管轄権があると認められたのである。
上記に対して、継続的かつ組織的な取引ではなく、単発の契約であって
も、まさにその契約から生じた請求権が訴訟の対象となっているときは、
人的管轄権が認められるとする判例もある(27)。
グラノンの事例 Glannon p76 参照。
『Cはバーモント州に住む大工であるが、バーモント州以外でも仕事をし
ている。バーモント州の顧客の他に、Cには、ニューヨーク州およびマサ
チューセッツ州にも若干の顧客がいる。昨年、Cはニューヨークの顧客の
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ためにガレージを建設し、また別のニューヨークの顧客の家の増築工事も
行った。これは年間の建設の仕事のパーセントであり、ニューヨークで
の年間の仕事の平均である。
Cがマサチューセッツ州の仕事をするために自動車を運行中、マサチュ
ーセッツ州内で、ニューヨーク州民のMと交通事故を起こした。Mはニ
ューヨーク州の州裁判所に損害回復を求めるために Cを提訴した。』
→もし Cがニューヨーク州と組織的かつ継続的な関わりをもっていれば、
一般的管轄権が生じる。すなわち、請求の内容に関わりなく、ニューヨー
ク州に人的管轄権が生じる。しかしながら、この設問では、Cとニューヨ
ーク州との関係は、一般的な管轄権を生じさせるほどのものではない。し
たがって、事件が Cのニューヨーク州における建築契約に基づく請求で
あるならばともかく、設問の場合は、マサチューセッツ州で起きた自動車
事故の請求であるので、ニューヨーク州の人的管轄権は生じない。
グラノンの事例 Glannon p80 参照。
『Bは、医療用のソフトウェアを開発する I社の副社長である。Bは、ヴ
ァージニア州に大きな研究施設があるM病院が、自社とライバル関係に
あるMS 社と契約を締結する計画があることを知る。MS 社はヴァージニ
ア州に事務所があるヴァージニア州の会社であり、遺伝子の研究機関を支
援するためのソフトウェアを開発している。Bは、M病院の副院長に電
話をかけ、MS 社の製品の欠陥を詳細に説明した。この説明を聞いた結果、
M病院はMS 社との契約を破棄した。MS 社は、事情を知り、取引を妨害
したとの理由で、Bをヴァージニア州で訴えた。Bは人的管轄権の欠缺を
理由に、訴えの却下を申し立てる。』
→ Bはヴァージニア州に行ったわけではないので、コンタクトがないよ
うにも見える。しかしながら、ヴァージニア州のM病院に電話をかけ、
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契約成立の妨害行為をしたのであるから、法廷州であるヴァージニア州を
意図的に利用したと言えるのであり、Bの人的管轄権は認められる。した
がって、Bの訴え却下の申立ては却下される可能性が高い。
グラノンの事例 Glannon p83 参照。
『ウィスコンシン州民の Fは、ミネソタ州の姉を訪問したときに、姉の大
学時代のクラスメートである Lに会った。Lはミネソタ州の自動車セー
ルスマンである。Fは Lと話をし、自分はウィスコンシン州民であるこ
とを Lに伝えた。Fは Lから高価なマセラッティーを買う契約をした。L
はウィスコンシン州との州境から20マイルのところで中古車を取引してい
る。家に帰った後、Fは Lに小切手を送る。Lは小切手を現金にしたが、
車は買わず、Fと再び連絡を取ることはなかった。Fは詐欺を理由にウィ
スコンシン州で Lを訴える。Fがウィスコンシン州で訴えを起こした理
由の一つは、ウィスコンシン州が詐欺に対して厳しい法律を制定しており、
自動車の販売に詐欺があったときには三倍賠償を認めていることである。
ウィスコンシン州の裁判所は Lに対する人的管轄権を持つであろうか。』
→ Fが自らの州であるウィスコンシン州で裁判をしたいのは理解できる
し、さらには、ウィスコンシン州の法律が自動車取引の詐欺に厳しい法律
を制定していることも同州で裁判を起こしたい気持ちになることは理解で
きる。また、Lはウィスコンシン州の州境から20マイルのところにいるの
であるから、ウィスコンシン州の裁判所で裁判をしても、それほど不便で
はないかもしれないが、これらの事情は、人的管轄権の有無の判断には関
係はない。大事なことは、法廷州のウィスコンシン州と Lのつながりで
ある。Lはウィスコンシン州に行ったことはなく、契約はミネソタ州で結
ばれたのである。Fがウィスコンシン州民であることは知っていたが、契
約の交渉や締結はミネソタ州で行われたのである。したがって、Lには、
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人的管轄権を生じさせるほどの法廷州とのつながりはなかったと言える。
意図的な利用（purposeful availment）
人的管轄権の展開において、現在の判例理論となっているのは、2011年
のニカストロ判決で判示された「意図的な利用」の理論である。すなわち、
被告が法廷州を意図的に利用した、あるいは、意図的に関連を持った場合
に管轄権が生じるものとする。
ニカストロ事件の概要は以下のようであった。イギリスの会社であるマ
ッキンタイヤ─社が製造した金属切断機を使用していたニュージャージー
州のニカストロがこの機械を操作中に指を切断してしまった。ニカストロ
はマッキンタイヤ─社を被告として製造物責任訴訟をニュージャージー州
の一審裁判所に提起した。被告マッキンタイヤ─社は法廷州であるニュー
ジャージー州とは「最小限度のコンタクト（minimum contact）」がない
と争った。最高裁判所は、マッキンタイヤ─社の製品がニュージャージー
州で流通（stream of commerce）があるだけでは同社がニュージャージ
ー州を意図的に利用したとは言えないとして、人的管轄権を否定した。
グラノンの事例 Glannon p87 参照。
『A社はジョージア州でドリル・プレス（穿孔盤）を制作している。同社
は、ペンシルヴァニア州の E社を含めて、数社の問屋に卸している。同
社は2011年に E社に対して500台の穿孔盤を販売した。E社は、その中か
ら台をメリーランド州のM社に販売した。M社から穿孔盤を購入した
会社の従業員である Eがメリーランド州でそれを使用中に怪我をした。E
は A社に対してメリーランド州の州裁判所に訴えを提起し、損害賠償を
求めた。A社は、この他には、メリーランド州とコンタクトはない。ニ
カストロ判決の後、メリーランドの裁判所はどのような判断をするであろ
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うか。』
→確かに A社の製品は、流通の流れによって、メリーランド州まで到達
しているが、メリーランド州へは、問屋を通して台しか販売されていな
いのである。したがって、ニカストロ判決で示されたように A社は、メ
リーランド州を意図的に利用しているとは言えないので、人的管轄権は生
じない。
グラノンの事例 Glannon p88 参照。
『A社はジョージア州でドリル・プレス（穿孔盤）を制作している。同社
は、ペンシルヴァニア州の E社を含めて、数社の問屋に卸している。同
社は E社に500台のドリル・プレスを販売し、メリーランド州で製品が販
売されたならばリベイトを提供することに同意した。メリーランド州には
販売店はない。E社はメリーランド州のアナポリスにあるM社に台の
穿孔盤を販売する。M社から穿孔盤を購入した会社の従業員である Eが
メリーランド州でそれを使用中に怪我をした。Eは A社に対してメリー
ランド州の州裁判所に訴えを提起し、損害賠償を求めた。A社は、本件
以外は、メリーランド州とコンタクトはない。ニカストロ判決の後、メリ
ーランド州の裁判所はどのような判断をするであろうか。』
→この設問は、前問と同じような内容であるが、大きく異なることとして、
販売店のないメリーランド州において精力的な販売活動を行い、メリーラ
ンド州での製品の販売にリベイトを払っている点である。このことによっ
て、A社は意図的にメリーランド州を利用しているとも言えるので、A
社に人的管轄権が生じるとされているようである。
グラノンの事例 Glannon p90参照。
『A社はジョージア州でドリル・プレス（穿孔盤）を制作している。同社
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は、ペンシルヴァニア州の E社を含めて数社の問屋に卸している。同社
は E社に対して年間およそ500台を販売している。E社はさらに、メリー
ランド州を含めた10州に販売している。E社はメリーランド州では年間お
よそ100台を販売している。同社はメリーランド州のアナポリスにあるM
社に台を販売する。M社から穿孔盤を買った会社の従業員である Eが
アナポリスでそれを使用中に怪我をした。Eは A社に対してメリーラン
ド州の州裁判所へ訴えを提起し損害賠償を求めた。A社は、本件以外は、
メリーランド州とコンタクトはない。ニカストロ判決の後、メリーランド
州の裁判所はどのような判断をするであろうか。』
→メリーランド州では毎年およそ100台もの穿孔盤が販売されているので、
継続的かつ組織的なコンタクトが築かれているので、A社に人的管轄権
が生じることは認められるであろう。
Ⅴ 裁判地（venue）
 裁判地の意義と内容
アメリカ合衆国は50の州で構成されているが、連邦地方裁判所（feder-
al district court）が存在する地区（district）は全米で94ある。すなわち、
人口も少なく、面積も小さい州には一つの地区しかないが、たとえば、カ
リフォルニア州、ニューヨーク州、テキサス州等、人口も多く面積も広い
州には複数の地区がある。裁判地（venue）は、ある州に連邦裁判所の事
件管轄権および人的管轄権が存在することを前提に、地区が複数ある場合、
どこの地区の裁判所で裁判をするのが当事者にとって便宜であるかを決め
るものであり、わが国の土地管轄に近い概念である。
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裁判地と事件管轄（subject matter jurisdiction）では、つぎのような諸
点で違いがある。
① 裁判地に対する異議は時宜に適ってなされないときは放棄したもの
とみなされるが、事件管轄については放棄はできない。
② 裁判地の問題については、裁判所は職権で取り上げる義務はない。
③ 裁判所は職権で事件管轄の有無を考慮しなければならない。
③ 裁判地については、当事者の合意によって決めることができる。
④ 裁判地の問題は、訴訟の開始時に決着されるが、事件管轄は訴訟の
終了時まではいつでも問題とすることができる。
⑤ 裁判地が不適切と判断された場合の解決方法は、通常、適切な裁判
地への訴訟の移送であるが、事件管轄の欠如は訴訟の却下となる。
⑥ 裁判地が不適切であっても判決の効力に問題はないが、事件管轄の
問題があれば、判決の効力について問題が生じる(2
)。
。
また、裁判地と人的管轄権では、つぎのような違いがある。
① 裁判地は、人的管轄権と異なって、訴えの提起があった当初の請求
に適用され、後に追加される請求によって左右されない。
② 追加された請求が当初の請求と十分な関連性を有するときは、これ
らの請求は「付加的」、「付随的」、「派生的」な請求となる。
③ 裁判地が不適切あるとの主張は被告に証明責任のある抗弁であるが、
人的管轄権の存在は原告が証明しなければならない(29)。
。
連邦レベルでは、裁判地の一般的規定は2011年に大幅に改正された。新
しい法律の下では、①すべての被告が同一の州に居住するときは、いずれ
かの被告が居住する地区、28 U.S.C.A. §1391（b）（1）、②請求権の発生
原因である事件（作為）または不作為の主要な部分が発生した地区、また
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は、訴訟の目的となっている財産の主要な部分が存在している地区、§
1391（b）（2）、③上記の基準を満たす地区がないときは、被告が裁判所
の人的管轄権に服する地区であれば、どこの地区でもよい、§1391（b）
（3）。
具体例を挙げる。『インディアナ州の南部地区に住む Dが Tと Hを被
告として訴えた。Tはケンタッキー州の西部地区に住んでおり、Hはテ
ネシー州の西部地区に住んでいる。Dは、同人がオハイオ州の南部地区
に建設を計画している建物への融資の取引から生じた損害賠償を求めて訴
えを提起した。Dの Tに対する請求は詐欺に基づくものであり、Hに対
する請求は連邦貸付真実法（公正貸付法 Truth in Lending Act）違反に
基づくものであった。融資に関する当事者間の交渉はテネシー州の西部地
区で行われた。Dは、被告がプロジェクトに対する融資の初回の割賦金
（分割払込み金）を提供した後、また、Dが建設を始めた後になって、
被告らがプロジェクトの完成のために必要なその後の割賦金の支払いを拒
絶したと主張した。この Dの訴訟の裁判地はどこが適切か。』
Îこの問いに対する解答としては、（A）ケンタッキー州西部地区、（B）
インディアナ州南部地区、（C）オハイオ州南部地区、（D）Aと Cの両方
が正解、とのつの選択肢から正解を選ぶことが求められている。
まず、本問の場合、被告らは同じ州あるいは同じ地区には住んでいない
ので、§1391（b）（1）の適用はない。
つぎに、§1391（b）（2）の適用の有無を確かめることになる。この規
定では、請求を生じさせた主要な出来事または不作為があった地区、また
は主要な財産が存在する地区である。オハイオ州南部地区は建物の建築が
なされたという主要な出来事が起こった地区であり、また、被告が回目
以降の融資割賦金の支払いを怠ったという不作為がなされた場所でもある。
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したがって、（C）が正解である。ちなみに、§1391（b）（3）によれば、
被告 Hが居住するケンタッキー州の西部地区も正解ではないかとの疑問
が生じるかもしれない。しかしながら、§1391（b）（3）は、同条の（b）
（1）と（b）（2）のいずれも適用がされないときに、補充的に使われる
規定であるので、本問のように（b）（2）が適用される場合には、（b）
（3）の適用はないのである。
次に、会社が被告のときの規定を紹介する。会社が被告の場合、複数の
地区の中でビジネスをしているのは一つの地区に限定されているときには
裁判地との関係では、その地区のみが会社の所在地となる。具体例を挙げ
る。
『カリフォルニア州民の Cがコロラド州のアスペンにスキーに行った。コ
ロラド州は一つの地区しかない州である。身体が引き締まっていないと感
じていた Cは友人の Jからエクソサイズ・マシーン（運動器具）を購入
した。Jはカンザス州出身で、アスペンで Cと週間共に過ごすために、
自宅のあるテキサス州からアスペンまで運動器具を運んでいた。その運動
器具はテキサス州の会社である S 社によって製造されたものである。S 社
はテキサス州のみで製品を販売しており、ビジネスをしているのはテキサ
ス州の西部地区のみである。Cは運動器具をカリフォルニア州のロサンゼ
ルスに持ち帰り、そこでその器具を使って怪我をしてしまった。
Cは Jおよび S 社に対し州籍相違訴訟を連邦裁判所に提起し、Jには運
動器具の維持に過失があったとし、また、S 社にはその設計に過失があっ
たと主張した。Cの訴訟の裁判地はどこになるべきか。』
この設問に対する正解は、§1391（b）（2）に基づいて、カリフォルニ
ア州南部地区が適切な裁判地となる。というのは請求権を生じさせる原因
となった出来事の主要な部分がそこで生じたからである。
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『Aは C 社に対して州籍相違訴訟を連邦裁判所に提起したいと考えてい
る。C社はイリノイ州北部地区に工場と本社を構えているが、イリノイ州
の他の地区とは関係（コンタクト）を持っていない。請求は、イリノイ州
の工場でのトースターの製造過程に過失があり、このトースターによって
ジョージア州の中央地区にある Aの自宅が消失してしまったことに基づ
く。』
→ C 社はイリノイ州北部地区にはコンタクトがあるが南部地区にはまっ
たくない。したがって、§1391（d）によれば、C 社は北部地区に所在す
る（reside）とされる。したがってイリノイ州南部地区は適切な裁判地と
はならない。また、イリノイ州南部地区は、請求権を生じさせる出来事の
主要な部分が生じていないので、適切な裁判地とはならない。請求権を生
じさせる出来事はジョージア州南部地区で生じており、ここが適切な裁判
地となる。しかし、裁判地は一つに限定されるわけではなく、イリノイ州
北部地区でも請求権を生じさせる出来事の主要な部分は起きているのであ
るから、ここも適切な裁判地の一つとなる。
『EX社は、CP社に対して、混ぜ物をした品質の悪い化学製品が提供され
たために、大量のゴム製品の製造が台無しになったとして、州籍相違訴訟
を提起した。EX社は、同社のミネソタ工場に来て化学製品の純度につい
て誤った説明をしたセールスマンの Cも共同被告として訴えた。EX社は
デラウェア州で設立され、その本社と工場はミネソタ州のみにある。CP
社はフロリダ州で設立され、本社はニューヨーク州の西部地区にあり、そ
して、大きな工場がミシガン州の東部地区とアイオワ州の北部地区にあっ
た。セールスマンの Cはニューヨーク州の北部地区に住み、そして、ミ
シガン州の CP社の工場に定期的に訪れている。品質の悪い化学製品は
CP社のアイオワ工場で製造された。』
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→裁判地として適切な地区は一つとは限らない。本問の場合、§1391
（b）（1）によれば、被告は共にニューヨーク州に住んでいるので、ニュ
ーヨーク州の北部地区および西部地区が裁判地となる。また、§1391
（b）（2）によれば、請求権を生じさせた出来事の主要な部分が起きた場
所として、ミシガン州が適切な裁判地となる。
 フォーラム・ノン・コンヴィーニエンスと移送
フォーラム・ノン・コンヴィーニエンス（不便宜地裁判所の法理）とは、
「訴えを受けた裁判所が、裁判管轄権を有するにもかかわらず、当事者・
証人の便宜などのため、裁判管轄権を有する他の裁判所で審理するほうが
妥当と考えた場合に、裁判権を行使せず、訴えを却下ないしは移送するこ
とを認める法理」である(30)。
具体例を挙げる。「たとえば、Rがオクラホマ州でドイツ車のアウディ
を運転中に事故に会い、ドイツの会社であるアウディ社に対して損害賠償
を求めて、訴えを提起したいとする。事故の後、Rはアリゾナ州に引っ越
すが、テキサス州の人身傷害（personal injury）専門の弁護士に依頼する。
弁護士は、アウディ社の大きな流通施設があるテキサス州の西部地区に訴
えを起こす。この事件は、米国市民と外国人との間の事件であるので、§
1332（a）（2）に基づいて、連邦裁判所に提起した。連邦裁判所は、事件
管轄権を有するだけでなく、アウディ社がテキサス州において大いに取引
を行っていることに鑑み、人的管轄権を認めることができる。そして、裁
判地についても、被告のアウディ社がテキサス州西部地区で活発な営業を
行っているのであるから、テキサス州西部地区が適切である。したがって、
同地区の連邦裁判所が Rの請求を審理することはできるのである。しか
しながら、常識的に見て、テキサス州で裁判を行う意味はない。というの
は、Rの請求を生じさせた出来事の主要な部分は、ドイツまたはオクラホ
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マ州で起きているのであり、原告はオクラホマ州の病院で治療を受けたの
であり、そして、現在は、アリゾナ州に住んでいるのである。この事件を
テキサス州で審理する必要性は見当らないのである。」(31)
上記のように、ある裁判所に事件を審理する権限はあるが、現実の諸事
情に照らして、他の裁判所で審理した方がより良いと考えられるときには、
裁判所は、裁判地不適切ということで、訴えを却下できるのである。
しかしながら、訴え却下になると、原告はあらためて別の裁判所に訴えを
提起しなければならないし、また、この間に、出訴期限が過ぎて、訴えが
できなくなるおそれもある。このような事態を防ぐために、連邦議会は、
移送に関する法律を改正した。28 U.S.C.§1404（a）は次のように規定す
る。
「当事者および証人の便宜のため、正義の要請に適うときは、連邦裁判所
は、事件を審理する権限のある他の地区の連邦裁判所またはすべての当事
者が合意した地区の連邦裁判所へ事件を移送することができる。」
この移送の規定によって、原告は訴状を作成しなおすこともなく、送達
の手間もなく、そして、出訴期限の問題に直面しなくて済むのである。
したがって、現在では、訴え却下ではなく、訴訟の移送が多く利用され
ているが、移送では処理できない場合もある。たとえば、連邦裁判所が移
送できるのは他の地区の連邦裁判所であって、外国の裁判所に移送するこ
とはできないのである。この場合には、訴え却下をすることになる。ちな
みに、州裁判所については、他の州の裁判所に移送はできないので、やは
り、訴え却下となる。
移送についての具体例を挙げる。Glannon p191 参照。
『コンピューター・プログラマーの Cはテキサス州北部地区に住んでおり、
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A社とプログラミングの仕事をする契約をした。A社はデラウェア州で
設立され、本社はイリノイ州の北部地区にある。A社はテキサス州の北
部地区に事務所を有するが、テキサス州のその他の地区に事務所はない。
A社は、テキサス州以外のつの州で大量の取引をしている。Cは自宅か
ら電話およびメールを使って、テキサス州の事務所およびイリノイ州の事
務所にいる A社の社員と契約について交渉した。Cは自宅でプログラミ
ングの仕事をし、これは A社のテキサス州の取引に利用されることにな
っていた。A社は、Cが半分の仕事しかしなかったとして、支払いを拒絶
した。Cは、契約の下で要求されている仕事はすべて行ったと考え、A社
に対して、20万ドルの契約金の支払いを求める訴えをテキサス州北部地区
の連邦裁判所に提起した。』
→この Cの訴えに対して、Aが移送を申し立てられるところはどこかを
検討する。まず、テキサス州の南部地区への移送はどうか。これについて
は、§1391（d）の規定により、会社である Aについては、裁判地の関係
では、西部地区のみに所在するとみなされるので、南部地区の裁判所には
審理する権限がないので、移送できない。イリノイ州の北部地区はどうか。
ここには A社の本社があり、人的管轄権は生じるので、ここへの移送は
可能ではある。しかしながら、原告はテキサス州北部地区で、仕事をし、
A社の社員と交渉し、損害を被っている等の諸事情を考慮すれば、裁判
地としては、テキサス州北部地区がより妥当であり、イリノイ州北部地区
へ移送することはないであろう。
グラノンの事例 Glannon p193 参照。
『ヴァーモント州民の Cはカリフォルニア州民の Bおよびニューヨーク州
民の Tとカリフォルニア州で事故を起こした。Cは、Bおよび Tの過失
を主張して、ニューヨーク州のアルバニーにある州裁判所に訴えを提起し
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た。Cは、Bに対して、Bがアルバニーを訪問中に訴訟書類の送達を行
う。 Bがニューヨーク州裁判所での裁判から逃れるための理由として最
善なものは何か。』
→このような設問に対しては、まず、州裁判所から連邦裁判所への移送
（removal）が考えられるが、被告が法廷州の州民であるときは、§1441
（b）（2）の規定により、移送はできない。この設問では、法廷州はニュ
ーヨークであり、Tはニューヨーク州民なので、この制度は利用できな
い。次に、人的管轄権の欠缺を理由に、訴え却下の申立てができるかであ
る。Bはカリフォルニア州民であるが、ニューヨーク州に滞在している間
に訴状等の送達を受けているので、人的管轄権は生じており、訴え却下は
できない。また次に、州裁判所は他の州の州裁判所に移送することはでき
ない。最後に、Bの最善の方策としては、自身がカリフォルニア州民であ
ること、事故はカリフォルニア州で生じたこと、事故に関する証拠もカリ
フォルニア州で多く収集できること等の諸事情を示して、フォーラム・ノ
ン・コンヴィーニエンスに基づく訴えの却下の申立てをすることである。
グラノンの事例 Glannon p 195 参照。
『Zは、オハイオ州民であるトラック運転手の Pおよびその雇い主である
L社に対して、ケンタッキー州西部地区で生じた事故の損害賠償を求めて
州籍相違訴訟を提起した。Zはイリノイ州北部地区の連邦地方裁判所に訴
えを提起した。そこには L社の本社が存在している。オハイオ州に住ん
でいる Pは、裁判地が不適切であることを理由に、訴えの却下を申し立
てた。』
→被告 Pは、連邦民事訴訟規則12条（b）（3）に基づいて、不適切な裁判
地を理由に訴えの却下の申立てができるので、わざわざ移送の申立てをす
ることは考えられない。そこで、当事者の申立てが無くても、裁判所が職
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権で移送をできるかが問題となるが、§1406（a）によれば、裁判所は職
権で、移送をすることもできるし、また、却下をすることもできることに
なっている。
Ⅴ 小括
本稿では、まず、いわば総論として、アメリカ民事訴訟法の性格とその
背景を検討した。アメリカ民事訴訟法の背景には、わが国にはない、判例
法主義、陪審制度、州と連邦の元性などがあり、これらがアメリカ民事
訴訟法の性格に大きく影響しているのである。判例主義の帰結として、ま
ず、判例および制定法が一次的法源として、学習の対象となるのに対して、
学者の論文は二次法源として、わが国ほど重視されていないこと、つぎに、
訴訟法ありきの体系であり、訴訟法としては、あくまで適正な手続（due
process）が強調され、さらには、判例による正義の実現のため、事件の
諸要因を徹底的に利益衡量する分析手法が取られているのである。
陪審制度の帰結については、裁判官が事実認定を行うことがないことから、
資料の収集面や訴訟の進行面の双方について徹底した当事者主導の手続が
貫かれていることである。
州と連邦の元性の帰結としては、まさに本稿で論じたように、連邦裁
判所の管轄権の範囲、どのような手続保障があれば、他州や他国の被告に
管轄権を及ぼせるかの問題、適切な裁判地はどこか、等のわが国では見ら
れない重要な課題が存在するのである。
本稿の後半では、アメリカ民事訴訟法のつの個別の論点を検討した。
いずれも州と連邦の元性に関わる問題なので、日本人には分かりにくい
問題であり、具体的なイメージが湧くように、事例を数多く引用した。今
後は、研究方法の見直しも含め、さらに、アメリカ民事訴訟法の全体のし
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くみの解明に取り組んで行きたい(32)。
注
（） わが国では、民事訴訟法があり、また、その下に、民事訴訟規則がある。しか
しながら、周知のように、アメリカの連邦レベルでは、市民の権利・義務を定め
る実体法は、市民の代表者で構成される議会が制定する「法律」でなければなら
ないけれども、訴訟法は権利・義務を定めるものではなく、単にそれを実現する
手段・方法を定めているに過ぎないので、市民の代表が定める必然性はなく、か
えって、裁判手続きという専門的なことがらについては、専門家である裁判所に
任せた方が良いとの考えから、「法律」ではなく「規則」の形で定められている。
例えば、連邦民事訴訟規則、連邦刑事訴訟規則、連邦証拠規則である。
（） アメリカ合衆国は、連邦と50の州から成る、連邦と州の元性の国家なので、
民事訴訟法も連邦民事訴訟規則および50の州法がある。以前には、連邦規則だけ
でなく、全米50州のすべての法律を知らなければ、アメリカ民事訴訟法をわかっ
たことにはならいとする者もいたようであるが、それはかえってアメリカの法学
教育の実態を知らない者の見解であろう。本稿では、アメリカ人が初めて本格的
に法律を学習するロー・スクールでの授業や法律家の登竜門である司法試験（正
確には、bar examinationなので、弁護士資格試験。各州ごとに実施される）の
試験問題に焦点を合わせているが、アメリカのロー・スクール、少なくとも全米
に名が知られている有名ロー・スクールでは、全米各州から学生が入学し、また、
卒業後は全米各地で弁護士として働くのである。したがって、ロー・スクールで
は、その学校が所在する州の州法に特化して学習することは考えられないし、ま
た、全米各州の法律はどうなっているかなどという百科事典的な知識を詰め込む
教育をやっている学校があるとは考えられない。ロー・スクールでは、合衆国
（連邦）最高裁判所の判例が多く掲載されているケース・ブック（case book）
を教科書として使い、参照文献として、連邦民事訴訟規則を使うのが一般的であ
ると思われる。アメリカの司法試験は各州ごとに行われるので、確かに、論文試
験については各州の州法が出題される可能性はあるが（ちなみに、択一科目は全
米で共通である）、これも、通常の学生ならば、ロー・スクールを卒業した後で、
司法試験を受ける前に、予備校等に通って、受験する州の試験勉強を集中的に行
う中で、その州の特色ある制度を洗い出しておけば万全であると考えられる。民
事訴訟法については、従前は論文式試験のみであったが、2015年から全米共通の
択一試験科目に加えられた。
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（） 体系的ということに深い意味はない。系統立てて記述する程度の意味であり、
もっとわかりやすく言えば、アメリカのケース・ブックではなく、わが国の教科
書ないし基本書のような体裁であることを意味する。アメリカで言えば、ホー
ン・ブック（horn book）スタイルのことである。私は、教材としては、ケー
ス・ブックの方が優れていると感じるが、ケース・ブックは授業の中で使われる
ことによって効果を発揮するものであって、授業の中でのいわゆる先生との一問
一答方式（ソクラテス・メソッド）によって理解を深めたり、他の学生との白熱
した議論の中で論理を研ぎ澄ますといったプロセスがなければ、あまり意味はな
い。この点、独習の場合には、教科書スタイルの方が効率的かつ体系的に理解が
できるものと思われる。ただ、教科書スタイルの欠陥としては、ときに説明が抽
象的になり、具体的に何が言いたいのかが初心者にはわかりづらいことである。
本稿で、グラノンの事例を多数引用したのは、理解が深まるようにとの配慮から
である。
（） 田邉真敏『アメリカ連邦証拠規則』（2012）
（） Erie R. Co. v. Tompkins, 304 U.S. 64（1938）
（） 原告のトンプキンスが、地元のペンシルヴァニア州ではなく、ニューヨーク州
で裁判を起こしたことについては、次のような背景がある。ペンシルヴァニア州
の法律では、トンプキンスのような鉄道会社の敷地である線路沿いを歩く不法侵
入者に対しては、鉄道会社は重過失がある場合にのみ責任を負うとされていた。
これに対して、ニューヨーク州の法律では、過失があれば責任を負うとなってお
り、トンプキンスにとっては有利な法律であったのである。裁判所は、このよう
なフォーラム・ショッピング（forum shopping 法廷地漁り）は許されないとし
たのである。
（	） Joseph W. Glannon, The Glannon Guide to Civil Procedure, Wolters Kluwer
2013.
（
） 伊藤正己・木下毅『アメリカ法入門［第版］』（2012） E・アラン・ファー
ンズワース（笠井修・髙山佳奈子訳）『アメリカ法への招待』（2014）
（） Eldon H. Reiley・Connie de la Vega,The American Legal System for Foreign
Lawyers（2012）Chapter 2 参照
（10） 福田守利『法の国アメリカを学ぶ』（2005） 217頁参照
（11） ClaudeD. Rohwer・AnthonyM. Skrocki, Contracts in aNutshell（7th ed. 2010）
p180.
（12） World-Wide VolksWagen Corp. v. Woodson, 444 U.S. 286.
（13） J. McIntyre Machinery, Ltd. v. Nicastro 131 S. Ct. 2780（2011）．アメリカ法判
例百選 P156参照。
アメリカ民事訴訟法のしくみ ─（） 87
─ 87 ─
（14） 通知と送達に関するグラノンの事例。 Glannon p161 参照
『Lは、Wに対して不法行為の「暴行」（battery）に基づく訴えを州裁判所に提
起した。原告の弁護士は、訴状等の送達に関する規則を調べ、その結果、規則に
よれば、訴状等の送達は第一種の郵便（first class mail）によればよいと理解し
た。弁護士は訴状と呼出状（召喚状）をWに対して、Wの自宅の住所に第一種
郵便で送達した。Wは、他の郵便物と共に、Lの弁護士からの訴状等を受け取
り、それを開封することもなく、散乱した台所のテーブルに置いておいた。その
後、Wの母親が誤って、大量の広告ちらしと共に訴状等の入った郵便物をゴミ
箱に捨ててしまった。
Wが訴状に対する答弁書を提出しなかったので、LはWに対する欠席判決を
得た。か月後、Lは、判決内容を実現するために、Wの自宅を売却するため
の判決後の手続（強制執行手続）を開始した。これによって、Wは初めて事件
のことを知り、連邦民事訴訟規則60条（b）と内容が基本的に同じである、判決
に関する救済を定める州の規則に基づいて、判決に関する救済の申立てを行った。
この申立ては認められるであろうか。』
→この設問では、適法な送達はなされたが、現実の通知（actual notice）がなか
ったケースである。このような場合、アメリカでは、適法な送達があったことを
理由に判決に関する救済の申立てができないというわけではない。判決が無効だ
からというわけではないが（連邦民事訴訟規則60条（b）（4））、おそらく60条
（b）（1）の規定によって、判決に関する救済の申立てを認めるであろう。
（15） 合衆国憲法修正第	条は、『係争金額が20ドルを超える普通法上の訴訟におい
て、陪審員による裁判を受ける権利は、これを保障する。・・・』。阿部竹松
『アメリカ憲法［第版］』（2013）578頁参照。すなわち、陪審審理を受ける権
利はコモンロー（普通法）上の請求に限定されており、エクイティ（衡平法）上
の請求には認められていない。また、金額上の制約もある。
（16） 連邦民事訴訟規則38条。渡辺・吉川・北坂編訳『アメリカ連邦民事訴訟規則』
（2005）145頁参照。
（17） 田辺公二「米国民事訴訟における釈明」同『民事訴訟の動態と背景』289頁以
下参照。
（18） 連邦民事訴訟規則16条参照。
（19） アメリカ民事訴訟における裁判官の陪審への説示については、ハロルド・ヴィ
エーター（椎橋邦雄訳）「アメリカ民事訴訟における陪審への説示」山梨学院大
学法学論集75号（2015）328頁以下参照。
（20） グラノン 注	 p91 参照。
（21） 阿部竹松『アメリカ憲法』（版）415頁。
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（22） Strawbridge v. Curtiss 7 U.S.（3 Cranch）267, 2 L.Ed.435（1806）.
（23） 28 U.S.C. §1332（d）（2）参照。
（24） Burnham v. Superior Court 495 U.S. 604（1990）。また、アメリカ法判例百選
P152参照。
（25） 1980年代までの判例の展開については、坂本正光『アメリカ法における人的管
轄権の展開』［1990年］がある。
（26） International Shoe v. State ofWashintonOffice of Enemployment Compensation
and Placement, 326 U.S. 310（1945）。また、アメリカ法判例百選 P154参照。
（27） McGee v. International Life Ins. Co., 355 U.S. 220（1957）
（28） Gene R. Shreve, Peter Raven-Hansen, Charles Gardner Geth, Understanding
Civil Procedure. 5th ed.(2013),p.153参照。
（29） Id. at 154-155 参照。
（30） 小山貞夫『英米法律語辞典』448頁。
（31） グラノン 注（7）p189頁参照。
（32） 本稿でほとんど触れられなかった、州裁判所から連邦裁判所への移送（re-
moval）やロング・アーム法等の問題にも言及したいと考えている。
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